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 ２ 

 

(消防局総務部施設課) 

【議案第２号】 

令和５年度千葉市一般会計補正予算（第９号）中所管 

［消防車両管理整備事業］ 

 

 

１ 補正理由 

水槽付消防ポンプ自動車３台について、年度内の納入を予定していたが、ぎ装メー

カーへの車台納入が当初予定していた時期よりも遅れることとなり、製造に必要な

適正工期が確保できなくなったため、令和６年度に繰越しするもの。 

 

２ 補正予算額（繰越明許費） 

  １９８，６６６千円                   （単位：千円） 

 

３ 事業概要 

  消防力の維持及び向上を図るため、老朽した水槽付消防ポンプ自動車を更新す

るもの。 

 

４ 配置予定場所 

（１）花見川消防署 

（２）若葉消防署殿台出張所 

（３）美浜消防署高浜出張所 

節・細節 補正予算額 
財  源 

市 債 国 費 一般財源 

備品購入費 １９８，３７０ １８２，０００ １５，０９６ １，２７４ 

公課費 ２９６ ０ ０ ２９６ 

計 １９８，６６６ １８２，０００ １５，０９６ １，５７０ 

補正予算書 Ｐ１０   



 

 

 

３ 

(消防局警防部航空課) 

【議案第２号】 

令和５年度千葉市一般会計補正予算（第９号）中所管 

［消防防災ヘリコプター資格取得事業］ 

 

 

１ 補正理由 

消防防災ヘリコプター「おおとり２号」の機体更新に伴い、新機体（製造国：イタ

リア）を運航するために必要となる資格を計画的に取得する予定であったが、イタリ

アでの資格取得に係る実地試験枠（国土交通省所管）を確保することが困難となった

ため、令和６年度に繰越しするもの。 

 

２ 補正予算額（繰越明許費） 

  ４９，０００千円 

  （単位：千円） 

節・細節 補正予算額 財源（一般財源） 

委託料 ４３，９１８ ４３，９１８ 

旅費 ４，６００ ４，６００ 

手数料 ４８２ ４８２ 

計 ４９，０００ ４９，０００ 

 

３ 事業概要 

  操縦士２人及び整備士１人が、イタリアにて新機体の消防防災ヘリコプター

（レオナルド社製ＡＷ１６９型）を運航するために必要となる資格を取得するも

の。 

 

４ 資格取得予定者数 

令和６年度中に操縦士４人、整備士２人が取得予定。 

財源内訳 操縦士 整備士 

令和５年度繰越明許費 ２人 １人 

令和６年度当初予算 ２人 １人 

     計 ４人 ２人 

 

補正予算書 Ｐ１０   



４ 

（消防局予防部指導課） 

【議案第３３号】 

千葉市火災予防条例の一部改正について 

 

 

 

１ 背景及び趣旨 

  木材利用促進のための建築基準法（昭和 25年法律第 201号。以下同じ。）の

一部改正により、建築物の主要構造部（壁、柱又は床等）に係る防火規制の合

理化が行われたことから、消防用設備等の規制について消防法（昭和 23年法

律第 186号。以下同じ。）の一部改正が行われることを踏まえ、千葉市火災予

防条例（昭和 37年千葉市条例第４号。以下同じ。）においても同様の規定につ

いて一部改正を行うもの。 

 

２ 改正内容 

  消防法及び千葉市火災予防条例では、消防用設備等の設置義務の対象とな

る建築物について、その主要構造部が耐火構造等である場合には、消防用設備

等の技術基準の一部を緩和する規定を設けている。 

  建築基準法の一部改正により、特定主要構造部のみを耐火構造等とし、一部

に木材の利用を可能とする建築物の建築が可能となるが、これらの建築物に

ついても、主要構造部全てを耐火構造等とする建築物と同様に、消防用設備等

の技術基準の一部が緩和されるよう消防法において規定の整備が行われたこ

とから、千葉市火災予防条例においても同様に一部改正を行うもの。 

 

３ 施行日 

  令和６年４月１日（※建築基準法改正日と同日） 

議案書 Ｐ１２８ 

 



【背景】
●木材利用を推進することを目的とした建築基準法の一部改正により、主要構造部（壁、
柱、床等）の一部に木材を利用することが認められる。（令和６年４月１日施行）

千葉市火災予防条例の一部改正について

施行日 令和６年４月１日
（建築基準法、消防法施行令の改正の施行日と同日）

改 正 前 改 正 後

耐火建築物として
耐火構造としなけれ
ばならない部分

全ての
主要構造部

特定主要構造部のみ

屋内消火栓設備

改 正 前 改 正 後

屋内消火栓設備の設置
基準※１,２を２倍読み、
３倍読み※３するために
耐火構造としなければ
ならない部分

全ての
主要構造部

特定主要構造部のみ

消防法施行令の一部改正を踏まえて、条例の規定における屋内消火栓設備
の設置基準を一部緩和する改正を行う。

緩和

建築基準法

千葉市火災予防条例

消防法施行令

（⇒耐火建築物の主要構造部のうち、防火上及び避難上
支障がない部分は、耐火構造とすることは不要）

防火上他と区画された範囲の木造化を可能に

木材利用が可能となる部分
メゾネット住戸・客室等の中間床・階段
及びこれを支える柱・はり・壁

緩和

【イメージ】

一部木材を利用した建築物で
あっても、従前どおりの規定
をそのまま適用可能

※１ 屋内消火栓設備は、各建築物（用途）の延べ面積に応じて設置基準面積が規定されている。
※２ 千葉市火災予防条例は政令基準に対し、附加基準を制定している。
※３ 主要構造部を耐火構造とする等、要件により基準面積を２倍、３倍読みし緩和する規定あり（通称：倍読み規定）。

参考
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６ 

新旧対照表（千葉市火災予防条例の一部を改正する条例） 

改正前 改正後 

目次（略） 

第１章・第２章・第３章・第３章の２・第４章（略） 

第５章 

第３４条の３～第３４条の５（略） 

 

（屋内消火栓設備に関する基準） 

第３４条の６ 次の各号に掲げる防火対象物には、屋内消火栓設備を

設けなければならない。 

（１）令別表第１（１６）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が   

主要構造部を耐火構造とし、かつ、壁及び天井の室内に面する部分

の仕上げを難燃材料でした防火対象物にあっては３，０００平方メ

ートル以上、  主要構造部を耐火構造としたその他の防火対象物

又は建築基準法第２条第９号の３イ若しくはロのいずれかに該当

し、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを難燃材料でし

た防火対象物にあっては２，０００平方メートル以上、その他の防

火対象物にあっては１，０００平方メートル以上のもの 

（２）令別表第１各項に掲げる防火対象物で、地階を除く階数が５以

上のもの（主要構造部が不燃材料で造られているもので、５階以上

の階の床面積の合計が１５０平方メートル（  主要構造部が耐火

構造で、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材

料でしたものにあっては３００平方メートル）以下のもの又は 

   主要構造部が耐火構造であるもので、５階以上の部分が床面積

の合計１５０平方メートル（壁及び天井の室内に面する部分の仕上

げを準不燃材料でしたものにあっては３００平方メートル）以内ご

とに耐火構造の床若しくは壁又は防火戸で区画されているものを

除く。） 

 

以下（略） 

目次（略） 

第１章・第２章・第３章・第３章の２・第４章（略） 

第５章 

第３４条の３～第３４条の５（略） 

 

（屋内消火栓設備に関する基準） 

第３４条の６ 次の各号に掲げる防火対象物には、屋内消火栓設備を

設けなければならない。 

（１）令別表第１（１６）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が特定

主要構造部を耐火構造とし、かつ、壁及び天井の室内に面する部分

の仕上げを難燃材料でした防火対象物にあっては３，０００平方メ

ートル以上、特定主要構造部を耐火構造としたその他の防火対象物

又は建築基準法第２条第９号の３イ若しくはロのいずれかに該当

し、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを難燃材料でし

た防火対象物にあっては２，０００平方メートル以上、その他の防

火対象物にあっては１，０００平方メートル以上のもの 

（２）令別表第１各項に掲げる防火対象物で、地階を除く階数が５以

上のもの（主要構造部が不燃材料で造られているもので、５階以上

の階の床面積の合計が１５０平方メートル（特定主要構造部が耐火

構造で、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材

料でしたものにあっては３００平方メートル）以下のもの又は特定

主要構造部が耐火構造であるもので、５階以上の部分が床面積の合

計１５０平方メートル（壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを

準不燃材料でしたものにあっては３００平方メートル）以内ごとに

耐火構造の床若しくは壁又は防火戸で区画されているものを除

く。） 

 

以下（略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

（施行期日） 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 

（消防局予防部指導課） 

【議案第３４号】 

千葉市消防関係手数料条例の一部改正について 

 

 

１ 背景及び趣旨 

  地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令（令和５

年政令第 347号。以下「政令」という。）の施行に伴い、千葉市消防関係手数

料条例（平成 12年千葉市条例 49号）の一部を改正する。 

（１）消防法（昭和 23年法律第 186号）関係 

  事務量及び物件費等の増加により、現行の手数料との乖離が大きくなって

いる審査事務に係る手数料について改定を行う。 

（２）高圧ガス保安法（昭和 26年法律第 204号。以下「高圧法」という。）関係 

   現行、液化石油ガス（以下「ＬＰガス」という。）運搬車によりＬＰガス

の充填を行う際、一般消費者等に充填する民生用の場合は、液化石油ガスの

保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和 42年法律第 149号。以下

「液石法」という。）で定める「充てん設備」としての許可を取得し、一般

消費者等以外に充填する工業用の場合は、高圧法で定める「移動式製造設備」

としての許可を取得する必要がある。 

   事務手続の合理化及び標準手数料の改定に向けた検討結果を踏まえた政

令の施行に伴い、審査事務に係る手数料について改定を行う。 

 

２ 改正内容 

（１）「浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所」及び「浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵

所」設置許可の申請に係る審査手数料の引き上げ。 

（２）液石法上の「充てん設備」として許可を受けたＬＰガス運搬車が、新たに

高圧法上の「移動式製造設備」として許可を受ける場合に申請する審査手数

料を一律６千円にするもの。（ＬＰガスの処理容積に応じて徴収している現

行と比較して、実質、審査手数料の引き下げ。） 

 

３ 施行日 

  令和６年４月１日（※政令の施行日と同日。） 

議案書 Ｐ１２９ 



 

 

 

参考 
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手数料の額 手数料の額

（1件につき） （1件につき）

1 （略） （略） （略）

危険物の貯蔵最大数量が
1,000キロリットル以上5,000
キロリットル未満のもの

1,180,000 危険物の貯蔵最大数量が
1,000キロリットル以上5,000
キロリットル未満のもの

1,450,000

危険物の貯蔵最大数量が
5,000キロリットル以上
10,000キロリットル未満のも
の

1,410,000 危険物の貯蔵最大数量が
5,000キロリットル以上
10,000キロリットル未満のも
の

1,720,000

危険物の貯蔵最大数量が
10,000キロリットル以上
50,000キロリットル未満のも
の

1,590,000 危険物の貯蔵最大数量が
10,000キロリットル以上
50,000キロリットル未満のも
の

1,920,000

危険物の貯蔵最大数量が
50,000キロリットル以上
100,000キロリットル未満の
もの

1,950,000 危険物の貯蔵最大数量が
50,000キロリットル以上
100,000キロリットル未満の
もの

2,360,000

危険物の貯蔵最大数量が
100,000キロリットル以上
200,000キロリットル未満の
もの

2,270,000 危険物の貯蔵最大数量が
100,000キロリットル以上
200,000キロリットル未満の
もの

2,740,000

危険物の貯蔵最大数量が
200,000キロリットル以上
300,000キロリットル未満の
もの

4,550,000 危険物の貯蔵最大数量が
200,000キロリットル以上
300,000キロリットル未満の
もの

5,640,000

危険物の貯蔵最大数量が
300,000キロリットル以上
400,000キロリットル未満の
もの

5,820,000 危険物の貯蔵最大数量が
300,000キロリットル以上
400,000キロリットル未満の
もの

7,240,000

危険物の貯蔵最大数量が
400,000キロリットル以上の
もの

7,070,000
危険物の貯蔵最大数量が
400,000キロリットル以上の
もの

8,790,000

（略） （略）

（略） （略）

　　　千葉市消防関係手数料条例 　　　千葉市消防関係手数料条例
第１条～第６条（略） 第１条～第６条（略）

別表

1（略）（略） （略）

新旧対照表（千葉市消防関係手数料条例の一部改正）

改　正　前 改　正　後

手数料を納付すべき者 区分 手数料を納付すべき者 区分

別表

　　　　　　千葉市消防関係手数料条例（平成１２年千葉市条例第４９号）の一部を次のように改正する。

（略）

貯蔵所 危険物の規制に
関する政令（昭
和３４年政令第
３０６号。以下
「令」とい
う。）第２条第
１号に規定する
屋内貯蔵所　～
特定屋外タンク
貯蔵所(浮き屋根
を有する特定屋
外貯蔵タンクの
うち危険物の規
制に関する規則
（昭和３４年総
理府令第５５
号。以下「規
則」という。）
第２０条の４第
２項第３号に定
める構造を有し
なければならな
いものに係る特
定屋外タンク貯
蔵所（以下「浮
き屋根式特定屋
外タンク貯蔵
所」とい
う。）、浮き蓋
付きの特定屋外
貯蔵タンクのう
ち規則第２２条
の２第１号ハに
定める構造を有
しなければなら
ないものに係る
特定屋外タンク
貯蔵所（以下
「浮き蓋付特定
屋外タンク貯蔵
所」という。）
及び岩盤タンク
に係る屋外タン
ク貯蔵所を除
く。）

（略）

貯蔵所 危険物の規制に
関する政令（昭
和３４年政令第
３０６号。以下
「令」とい
う。）第２条第
１号に規定する
屋内貯蔵所　～
特定屋外タンク
貯蔵所(浮き屋根
を有する特定屋
外貯蔵タンクの
うち危険物の規
制に関する規則
（昭和３４年総
理府令第５５
号。以下「規
則」という。）
第２０条の４第
２項第３号に定
める構造を有し
なければならな
いものに係る特
定屋外タンク貯
蔵所（以下「浮
き屋根式特定屋
外タンク貯蔵
所」とい
う。）、浮き蓋
付きの特定屋外
貯蔵タンクのう
ち規則第２２条
の２第１号ハに
定める構造を有
しなければなら
ないものに係る
特定屋外タンク
貯蔵所（以下
「浮き蓋付特定
屋外タンク貯蔵
所」という。）
及び岩盤タンク
に係る屋外タン
ク貯蔵所を除
く。）

3～21(略） （略） 3～21(略） （略）

（略）

浮き屋根式特定
屋外タンク貯蔵
所及び浮き蓋付
特定屋外タンク
貯蔵所

浮き屋根式特定
屋外タンク貯蔵
所及び浮き蓋付
特定屋外タンク
貯蔵所

令第２条第３号に規定する屋内タンク貯蔵所～
令第２条第７号に規定する屋外貯蔵所

令第２条第３号に規定する屋内タンク貯蔵所～
令第２条第７号に規定する屋外貯蔵所

2 　消防法第11条第1
項前段の規定に基
づく危険物の製造
所、貯蔵所又は取
扱所の設置の許可
を受けようとする
者

製造所 （略） 2 　消防法第11条第1
項前段の規定に基
づく危険物の製造
所、貯蔵所又は取
扱所の設置の許可
を受けようとする
者

製造所

取扱所 （略） 取扱所 （略）
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（略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略）

（追加） 6，000円

26 （略）

22の項の高圧
ガスの製造を
しようとする
者及び設備の
区分に応じ、
それぞれ当該
手数料の額の4
分の3の額(高
圧ガス保安法
第5条第1項の
許可に係る液
化石油ガスの
製造のための
施設であっ
て、液化石油
ガスの保安の
確保及び取引
の適正化に関
する法律(昭和
42年法律第
149号。以下
「液化石油ガ
ス法」とい
う。)第37条の
3第1項の完成
検査を受け、
液化石油ガス
法第37条の技
術上の基準に
適合している
と認められた
ものの完成検
査にあって
は、6,100円)

26 （略）

22の項の高圧
ガスの製造を
しようとする
者及び設備の
区分に応じ、
それぞれ当該
手数料の額の4
分の3の額(高
圧ガス保安法
第5条第1項の
許可に係る液
化石油ガスの
製造のための
施設であっ
て、液化石油
ガス法第37条
の3第1項の完
成検査を受
け、同法第37
条の技術上の
基準に適合し
ていると認め
られたものの
完成検査に
あっては、
6,100円)

（略） （略）

　

27～46（略）

高圧ガス保安法第５条第１
項第１号に該当する者（移
動式製造設備（高圧ガスの
製造のための設備で移動す
ることができるように設計
したものをいう。以下この
項、次項及び31の項におい
て同じ。）のみを使用して
高圧ガスの製造をする者を
除く。）

高圧ガス保安法第５条第１
項第１号に該当する者（移
動式製造設備（高圧ガスの
製造のための設備で移動す
ることができるように設計
したものをいう。以下この
項、次項及び31の項におい
て同じ。）のみを使用して
高圧ガスの製造をする者を
除く。）

22 　高圧ガス保安法
（昭和26年法律第
204号）第５条第１
項の規定に基づく
高圧ガスの製造の
許可を受けようと
する者

22 　高圧ガス保安法
（昭和26年法律第
204号）第５条第１
項の規定に基づく
高圧ガスの製造の
許可を受けようと
する者

高圧ガス保安法第５条第１
項第２号に該当する者

高圧ガス保安法第５条第１
項第１号に該当する者で
あって移動式製造設備のみ
を使用して高圧ガスの製造
をするもの

高圧ガス保安法第５条第１
項第１号に該当する者で
あって移動式製造設備のみ
を使用して高圧ガスの製造
をするもの（液化石油ガス
の保安の確保及び取引の適
正化に関する法律（昭和４
２年法律第１４９号。以下
「液化石油ガス法」とい
う。）第３７条の４第１項
の許可を受けた者を除
く。）

高圧ガス保安法第５条第１
項第２号に該当する者（略）

備考　この表中の用語の意義及び字句の意味は、それぞれ左欄に規定する法律（これに基づく政令
を含む。）又は条例における用語の意義及び字句の意味によるものとする。

備考　この表中の用語の意義及び字句の意味は、それぞれ左欄に規定する法律（これに基づく政令
を含む。）又は条例における用語の意義及び字句の意味によるものとする。

（略）27～46（略）

　　　附　則
この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（略）

（追加）

高圧ガス保安法第５条第１項第１号に該当する者であっ
て移動式製造設備のみを使用して高圧ガスの製造をする
もの（液化石油ガス法第３７条の４第１項の許可を受け
た者に限る。）

（略）
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